おおつならではの就労移行支援事業実施要綱
（目的）
第１条　この要綱は、おおつならではの就労移行支援事業所を運営する社会福祉法人等に対し、予算の範囲内において、加算費を支給することにより、おおつならではの就労移行支援事業所が適正な支援員の配置その他必要な措置を講じるための支援を行い、もって障害者の福祉の向上を図ることを目的とする。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　自立訓練（生活訓練）　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第６条の６第２号に規定する自立訓練（生活訓練）をいう。
⑵　就労移行支援　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１３項に規定する就労移行支援をいう。
⑶　おおつならではの就労移行支援　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５０条に規定する高等学校若しくは同法第７２条に規定する特別支援学校の高等部その他これらに類するものとして認めるものを卒業し、又は同法第５４条の規定により高等学校に置かれた通信制の課程その他これに類するものとして市長が認めるものを修了した後２年以内におおつならではの就労移行支援事業所に通所を開始した者（第５条第４号において「支援対象者」という。）に対し、自立訓練（生活訓練）を２年間実施した後、引き続き就労移行支援を２年間実施することを内容とするカリキュラムに基づき、学習、表現活動、作業その他障害者の自立及び就労に向けて社会性、生活力及びコミュニケーション力の向上に寄与することを目的として行う支援をいう。

⑷　おおつならではの就労移行支援事業所　おおつならではの就労移行支援に係る自立訓練（生活訓練）又は就労移行支援を行う事業所であって、次のいずれにも該当するものをいう。

　ア　市内に設置された事業所であること。
イ　国又は地方公共団体が設置又は運営する事業所でないこと。

ウ　直接利用者の処遇に当たる人員の員数が、常勤換算方法により、利用者の数を６で除した

数を超えていること。
エ　おおつならではの就労移行支援の一環として外部講師（おおつならではの就労移行支援事業所において勤務する者以外の者であって、専門的な知識又は技術を有していると市長が認めるものをいう。）による支援を月に７時間３０分以上実施していること。
オ　他のおおつならではの就労移行支援事業所その他の関係機関との連携体制及び支援体制を確保していること。
⑸　算定対象者　おおつならではの就労移行支援を受けている者のうち、次のいずれにも該当するものをいう。
ア　自立訓練（生活訓練）又は就労移行支援に係る法第１９条第１項に規定する介護給付費等の支給決定を本市から受けている者
イ　おおつならではの就労移行支援事業所との間に、自立訓練（生活訓練）又は就労移行支援についての利用契約を締結している者
（加算費の支給対象者）
第３条　加算費の支給を受けることができる者（以下「支給対象者」という。）は、おおつならではの就労移行支援事業所を運営する社会福祉法人等（おおつならではの就労移行支援に係る自立訓練（生活訓練）のみを行っている場合にあっては、当該事業を開始した日から２年以内におおつならではの就労移行支援に係る就労移行支援を開始することが確実である者に限る。）とする。
（加算費の支給額）
第４条　加算費の支給額は、算定対象者１人当たり日額２，３００円とする。
（加算費の支給申請等）
第５条　加算費の支給を受けようとする社会福祉法人等（以下この条において「申請者」という。）は、おおつならではの就労移行支援事業加算費支給申請書（様式第１号）を市長に提出し、支給の決定を受けなければならない。

２　前項の支給申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

⑴　事業報告書（様式第２号）
⑵　利用実績報告書（様式第３号）
⑶　障害福祉サービス事業所等の事業実績報告による「従業者の勤務体制及び形態一覧表」（写し）
⑷　算定対象者について、支援対象者の要件並びに第２条第５号ア及びイの要件に該当することを証する書類
⑸　その他市長が特に必要と認める書類
３　市長は、第１項の規定による支給申請があった場合は、これを審査の上その可否を決定し、加算費の支給を決定したときは、おおつならではの就労移行支援事業加算費支給決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。

４　市長は、加算費の支給をしないことと決定したときは、おおつならではの就労移行支援事業加算費支給棄却（却下）決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。
５　前各項の規定は、第３項の規定による支給決定を受けた事項の変更について準用する。
　（加算費の請求）
第６条　前条第３項の規定による通知を受けた者は、加算費の交付を受けようとするときは、おおつならではの就労移行支援事業加算費請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
（責務）
第７条　加算費の支給を受けた者は、算定対象者に対して適切なサービスを提供することができるよう支援員の配置その他必要な措置を講じ、本事業の目的に沿った指導、訓練等に取り組むとともに、適正な個別支援計画への反映に努めなければならない。
２　加算費の支給を受けた者は、当該加算費の支給を受けた年度の翌年度から起算して５年間、当該加算費支給事業に係る書類等を備え付けなければならない。

　（調査等）　
第８条　市長は、事業の適正な実施を図るため、必要に応じてサービスの提供状況等について調査し、必要な措置を講ずることができる。
（返還等）
第９条　市長は、加算費の支給を受けた者がこの要綱の規定に違反し、又は偽りその他不正の手段により加算費の支給を受けたときは、直ちに支給を停止し、既に支給した加算費について当該支給対象者に対して返還を求めることができる。
（その他）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、加算費の支給に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
様式第１号（第５条関係）
おおつならではの就労移行支援事業加算費支給申請書
年　　月　　日
（宛先）

大津市長　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　おおつならではの就労移行支援事業加算費の支給を受けたいので、おおつならではの就労移行支援事業実施要綱（以下「要綱」という。）第５条第１項の規定により下記のとおり申請します。
記
１　事業所
	名　称
	所　在　地

	
	


２　支給申請額

　　　　　　　　　年　　月分について
	加算額
	利用延日数
	支給申請額

	円
	日
	円


３　添付書類
⑴　事業報告書（様式第２号）
⑵　利用実績報告書（様式第３号）
⑶　障害福祉サービス事業所等の事業実績報告による「従業者の勤務体制及び形態一覧表」（写し）
⑷　算定対象者について、支援対象者の要件並びに要綱第２条第５号ア及びイの要件に該当することを証する書類
⑸　その他市長が特に必要と認める書類
様式第２号（第５条関係）

事業報告書（　　　　年　　月分）
事業所名　　　　　　　　　　　　　　
１　算定対象者状況
	
	受給者証番号
	氏名
	住所

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	１０
	
	
	


２　支援員配置体制
	
	職名
	氏名
	常勤換算後の人数

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


３　外部講師による支援
	日
	時間
	内容
	講師氏名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第３号（第５条関係）
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　　　　　年　　　月分 事業所名



利用実績報告書



直接利用者の処遇に当たる人員の職員配置の常勤換算数



延べ利用者数

大津市の支給決定を受けている

延べ利用者数



様式第４号（第５条関係）
おおつならではの就労移行支援事業加算費支給決定通知書
大　　　第　　　号

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大津市長　　　　　　　　　　　印
　
　　　　年　　月　　日に申請のあったおおつならではの就労移行支援事業加算費支給申請について、下記のとおり決定したので通知します。
記
１　事業所
	名　称
	所　在　地

	
	


２　支給決定内容

　　　　　　　　年　　月分について
	加算額
	利用延日数
	支給決定額

	円
	日
	円


様式第５号（第５条関係）
おおつならではの就労移行支援事業加算費支給棄却（却下）決定通知書
大　　　第　　　号

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大津市長　　　　　　　　　　　印
　
　　　　年　　月　　日に申請のあったおおつならではの就労移行支援事業加算費支給申請について、下記のとおり棄却（却下）することと決定したので通知します。
記
１　事業所
	名　称
	所　在　地

	
	


２　棄却（却下）理由

　　　　　　　
様式第６号（第６条関係）
おおつならではの就労移行支援事業加算費請求書
年　　月　　日
（宛先）

大津市長　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　年　　月　　日付け大　　第　　　号で支給決定を受けたおおつならではの就労移行支援事業加算費について、下記のとおり請求します。
記
　　　　　年　　　月分　請求金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（請求金額の積算内訳）
	事　業　所　名
	加算額
①
	利用延日数
②
	請求金額
③＝①×②

	
	　円
	　　　　　日
	　　　　　　円


　上記の支払は、下記の口座に振り込んでください。
	金融機関名
	

	店名
	本店　・　店　・　支所　・　出張所

	口座種類
	普通　　・　　当座　・　その他（　　　　　　　　　）

	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


